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1.は じめ に
地球環境問題の深刻化に伴い自然資産の持続的な使用による経済活動の方向
性が模索されている。これまでの政策や地域計画策定においては,国 民経済計
算体系(SNA)に 基づ くマ クロ経済指標の成長 を目標 とした経済活動 の推進
が定着しているが,現 在の勘定体系では環境の劣化による支出や環境悪化の防
止費用等は経済指標値を上昇させ,環 境が悪化 して国民の生活質が低下しても
経済成長を遂げていることになり,環 境破壊を肯定するようなものとなってい
る。そこで,国 際連合やOECD等 の国際機関を中心 として持続可能 な発展の
概念に沿った環境 と経済の相互関係 を記述できるマクロ経済指標の開発 ・研究
が進め られてお り,現 在,暫 定版としてSNA環 境 ・経済統合勘定サテライ ト
体 系(SNASatelliteSystemforIntegratedEnvironmentalandEconomic
Accounting:SEEA)が い くつかの版で公表されている(図1参 照)。 こうし
た指標体系は国レベルにおいては国家の政策展開の基本方向の探索などに有用
と考えられるが,一 方ではThinkGlobally,ActLocallyの 視点からは,都 市や
都道府県における環境保全 と経済発展 を両立させる政策や計画の基本方向を示
※ 本研究は,経 済企画庁経済研究所の後援のもと小樽商科大学経済研究所地域経済
社会システム研究会と北海道大学農学部農業経済学科比較農政学講座との共同研究
として行ったものである。
※※ 小樽商科大学
※※※ 北海道大学
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すことができる地域経済指標体系が必要 と思われる。
本研究では,こ のThinkGlobally,ActLocally・ の視点から北海道を事例 とし
て環境保全の状況 と地域経済活動の関係を分析 し,地 域 レベルの環境 ・経済統
合勘定の可能性を検討することを目的 としている。
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2.環 境 ・経済統合勘定の推計方法
環境 ・経済統合勘定の推計方法に関する研究は,国 連SEEAの ような環境
資産の状態 を貨幣評価 し,そ の減耗額をSNAか ら差 し引 くタイプ,ノ ルウェ 一ー一
やフランス,オ ランダのNAMEA(TheNationalAccountingMatrix,Includ-
ingEnvironmentalAccounting)等 のような自然資源の物的勘定体系をベース
としたタイプに大別できる。わが国では,1995年 に経済企画庁がSEEAの 推
計方法に基づ く試算を行い,1998年 に推計精度の向上 と領域の拡大を試みてい
る。SEEAの 推計方法は,異 なる評価方法による複数の版があるが,わ が国
では,環 境統計が不完全なことによるデータの利用可能性などか らSEEAIV.2
版の維持費用評価法により,経 済活動による環境負荷を帰属環境費用 として推
計 し,環 境関連の補助金 も控除対象として算定される国内純生産から帰属環境
費用 を差 し引 くことで環境調整済国内純生産(EDP:EcoDomesticProduct)
を算出する方法を適用 してお り,,本研究でも同様の方法を適用 している。
このような推計方法の最大の問題点は,貨幣評価するための帰属計算にある。
すなわち,帰 属環境費用の推計にどのような価格(維 持費用)や 計算方法を採
用するかにより,推 計 される指標値が大 きく異 なることである。それゆえ,帰
属計算手法の確立が緊要である。また,帰 属計算は統計データに依存するため,
統計データの利用可能性が地域において異なることも指摘 されており,利 用可
能な統計データの制約から帰属計算方法が変化することを回避するためには,
環境統計体系の整備 も必要となる。さらに,推 計対象地域の社会経済的背景に
よっては,帰 属計算に基づ く指標体系では既存の地域経済のあ り方を根底か ら
覆すことにな りかねない。すなわち,開 発途上国にみられるような自然資源に
依存 した地域経済は,そ の使用により成立 しているため帰属環境費用が大 きく
なる傾向が強いため,そ のような地域への帰属計算適用がはた して現時点で適
切であるかという指摘 もみ られる。
このように帰属計算に基づ く環境 ・経済統合勘定は多くの課題を抱いている
ため,試 算 された結果の取 り扱いには慎重を要する。本研究の結果 も同様で,
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帰属環境費用の変動やEDPの 成長率 などは直接的には物理的な環境の状態に
ついては定量的な情報を提供 していない し,環 境の価値を評価するものでも,
環境悪化による被害額を評価するものにもなっていない。現時点においては多
くの仮定のもとで経済活動 によってどの程度環境負荷が生 じ,こ れを除去する
にはどの程度の費用負担がなされなければならないかを推計した ものである。
したがって,現 段階では汚染物質の排出量など物量表示による環境悪化の状態
と,帰 属環境費用および実際環境費用の関係から地域の持続可能性を評価する
ことが必要であ り,廃 物の排出が減少 し,帰 属環境費用が実際環境費用へ と転
化する方向性が見 られ,NDPも 成長している場合に望ましい経済成長の傾向
があると判断することが良いと考えられる。
本研究では,上 述 したように国の試算と同様,国 連SEEAIV,2版 の維持費
用評価法 に基づ き1990年 度 と1985年 度を推計対象年度 として推計 を行 ってお
り,勘 定表の構造 も国の ものを基本 としているが,移 入と移出項目の追加がさ
れている。SEEAの 環境費用は,実 際環境費用 と帰属環境費用 に大別され,
実際環境費用は各経済主体において実際に支出されている環境保全関係の費用
で,帰 属環境費用 とは経済活動 に伴う環境悪化を一定の評価方法により経済活
動の費用 として貨幣評価 したもので,環 境 に関する外部負経済を金額表示 した
自然資産減耗の評価額である。実際環境費用は,SNAで 計測 された道内総生
産において自然資源保全や公害防止等に係 る部分を分離し,産 業 ・政府 ・家計
等の各経済主体別に環境保護関係 と環境以外の財 ・サービスの分割,環 境保護
活動の分割,人 工資産と環境資産の分割を行うことで求め られる。本稿では,
実際環境費用の推計の詳細は割愛 し帰属環境費用の推計に焦点をおいている
が,実 際環境費用推計においても環境保護関係の支出に関する統計が行政の環
境関連部局のものしか整備 されていないこと,産 業部門では環境関係 と環境以
外の財 ・サービスの生産が同一主体で行われているが,こ れを分離することが
困難であることから特定の産業部門の生産活動を環境関連として計上するなど
実際環境費用の分割において問題点があることを明記 してお く。
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3.帰 属環境費用の推計
帰属環境費用の推計対象は・聯 資産とその使用形鰭 から麟 の排出・土
地 ・森林等の使用,資 源の枯渇,地 球環境への影響の4つ を取 り上げた。これ
らにおける推計対象とした環境問題は,関 連統計データの充実度と利用可能性
か ら表1に 示す ように6つ の項目を取 り上げた。 また,本 研究では自然資産の
復元に係る帰属環境費用については,デ ータ入手が困難であったためゼロ計上
としている。
帰属環境費用の推計方法は,
環境悪化の量的 ・質的変化を,
ある水準に維持するために必要
な費用に基づ き環境悪化の貨幣
評価 をする維持費用評価法を適
用 した。維持費用評価法では,
ゼ ロ ・エ ミ ッ シ ョ ン
図2
自然資産 を持続可能な状態 に維持す るために必要な費用を推計の基礎 とす る
が,こ こで問題 となるのはその水準をどのように設定するかである。特定地点
の環境濃度の基準 として現状の環境基準があるが,こ れを汚染物質の排出量の
基準となるように変換することはかなり困難であると思われることと,現 状の
環境基準が自然資産 を持続可能な状態に維持する基準 とみなす ことに疑問があ
るなど,現段階では持続可能な環境水準を設定することが困難であることか ら,
ここでは廃物の総排出量をすべて除去することで自然資産を持続可能な状態に
維持できると仮定 し,推 計対象 としている。言い換えれば,こ れはゼロ ・エミ
ッションに水準を置いたものである(図2)。 したがって,持 続可能性としては
最 も厳 しい水準であり,帰 属環境費用 としては最大値である。 この持続可能な
環境水準を設定することは,と くに廃物の排出と地球環境への影響 に係る帰属
環境費用の推計における今後の重要な課題であると考えられる。以下では各環
境項 目の具体的な推計方法 と試算結果を示 した。
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表1帰 属環境費用の推計対象
環境項目 帰属環境費用の推計対象
廃 物 の 排 出
土地 ・森林等の使用
資 源 の 枯 渇
地球環境への影響
大気汚染(硫 黄酸化物SOx,窒 素酸化物NOx),水 質汚
濁(生 物化学的酸素要求量BOD,化 学的酸素要求量COD.
窒素N,リ ンP)
土地開発と森林伐採による生態系への悪影響
地下資源の枯渇(石 炭,石 灰石)
二酸化炭素の排出による地球温暖化
3-1廃 物の排出
(1)大 気汚染に係 る帰属環境費用の推計
大気汚染に係る帰属環境費用の推計対象は,浮 遊粒子状物質(SPM),一
酸化炭素(CO),窒 素酸化物(NOx),硫 黄酸化物(SOx)や 光化学オキシ
ダントなどが考えられるが,汚 染物質の排出量推計や除去費用データ等の利
用可能性か ら窒素酸化物(NOx)お よび硫黄酸化物(SOx)を 選定 した。
具体的な推計方法は,固定発生源および移動発生源からの排出量 を推計 し,
排煙脱硫装置などの環境装置や自動車の排ガス対策装置の除去費用から算出
された費用原単位 を用いて帰属環境費用 を推計 した。
排出部門ごとの排出量については,吉 岡他が産業連関表を使用 して1985年
時点で推計 している排出量 をもとに生産額当たりの排 出係数を算出し,北 海
道産業連関表の生産額を乗 じて推計 した。その結果,北 海道では1990年 にお
いてNOx排 出量(移 動発生源(自 動車)を 含む)が164,517t,SOx排 出
量は71,055tと,わ が国のNOxお よびSOx排 出量の7.4%を 占めるものと
推計 された(表2)。 これ より,運 輸,農 林水産業,製 造業,家 計が排出量
の多い部門となっている(図3)。
一方,移 動発生源(自 動車)のNOx排 出量 については,早 見が算出して
いる走行台km当 た りの排出原単位を適用 し,燃 料種別に推計 した結果,1990
年で63.09千tと 推計された。図4に は,1985年 ～1990年 のNOx排 出量の
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1985 1990
部 門 生産額 NOx排 出量 SOx排 出量生産額NOx 排出量SOx排 出量NOx排 出係数SOx排 出係数
10億 円 t t 10億 円 t t t/10億 円 t/10億 円
曲辰 林 水 産 業 2,116 3,621 6,309 2,308 36,6636,880 15.89 2.98
鉱 業 239 302 121 1602 2 81 1.27 0.51
食 料 口口口 2,535 918 4,2792,934 1,062 4,954 0.36 1.69
繊 維 製 口ロロ 42 34 113 84 67 223 0.81 2.67
ノくル プ ・紙 ・木製 品 1,086 2,153 5,868 1,329 2,634 7,178 1.98 5.4
化 学 製 ロロロ 153 393 550 132 341 476 2.58 3.61
石 油 石 山灰 771 1,478 1,561 542 1,039 1,097ユ.92 2.02
窒
'bし 、 業 土 石 296 5,418 1,547 353 6,478 1,849 18.33 5.23
鉄 鋼 534 2,148 2,188 388 1,563 L5924.03 4.1
非 鉄 金 属 25 73 69 7 21 20 2.93 2.75
金 属 製 ロロロ 199 55 39 35197 68 0.28 0.19
一 般 機 械 130 15 20167 20 26 0.12 0.15
雨魁 気 機 械 117 11 13 119 11 13 0.09 0.11
輸 送 機 械 125 25 33 114 23 30 0.2 0.26
精 密 機 械 7 1 1 6 0 1 0.08 0.ユ3
その他の製造工業 307 65 175 424 90 241 0.210.57
建 蒼爪ら双 3,512 424 303 4,875 588 421 0.120.09
電力 ・ガス ・熱 供 給 561 7,575 8,081 504 6,8107,265 13.51 14.41
水道・廃棄物処理 244 1,746 1,52642 1,729 1,511 7.15 6.25
商 業 2,551 429 1,110 3,238545 1,409 0.17 0.44
金 融 保 険 823 9 5 880 10 5 0.01 0.01
不 動 産 1,500 31 3 1,91639 3 0.02 0
運 輸 1,237 61,661 18,654 1,733 86,349 26,123 49.83 15.08
通 信 ・ 放 送 393 22 46 475 26 56 0.06 0.12
公 務 1,342 835 598 1,511 941 673 0.62 0.45
教 育 ・医 療 ・保 健 工,909 1,259 2,970 2,769 1,826 4,3090.66 1.56
サ 一 ビ ス 業 3,234 1,313 2,877 3,697 1,501 3,2890.41 0.89
分 類 不 明 328 3,156 1,485209 2,009 946 9.61 4.52
家計外消費支出 478 51 3 434 47 3 0.11 0.01
家計 消 費支 出 9,040 9,279 248 11,482 11,786 315 1.03 0.03
内 生 部 門 計 25,985125, 169 60,541 31,004 152,683 70,738 4.25 2.26
地域内最終需要計 13,286 9,331 251 16,358 11,833 317 0.96 0.03
全 計 39.271134,50060,792 47,362 164,517 71,055 3.49 1.75
1)SOxはSO2,NOxはNO2換 算値
2)移 動発生源(自 動車)分 を含む
推移を示 したが,軽 油車の走行台kmの 伸びか ら排出量が増加傾向にあること
が分かる。
除去費用原単位は,国 の推計(経 済企画庁)に おいて環境装置 と排 ガス処
理装置の費用 から算出された費用原単位を適用 して帰属環境費用を推計 し
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た。その結果,大 気汚染に係 る帰属環境費用は1990年 において1,531億 円と
推計された(表3)。 部門分割については,移 動発生源では輸送 トン数にお
ける自家用 と営業用の構成比を使用 して家計 と産業に分割 し,固 定発生源に
ついては公務を政府,教 育 ・医療 ・保健を対家計民間非営利,そ の他の内生
部門を産業へ,最 終需要をすべて家計に計上 している。
表3大 気汚染に係る帰属環境費用
百万円
帰属環境維持費用(大気) 産 業 政 府 対家計民間非営利団体 家 計 合 計
1985年
固定発生源SOx
NOx
小計
移動発生源(NOx)
2,222
23,!41
25,363
54,488
23
157
180
0
116
237
353
0
10
1,754
1,764
38,704
2,371
25,289
27,660
93,192
合 計 79,850 180353 40,469 120,852
1990年
固定発生源SOx
NOx
小計
移動発生源(NOx)
1,769
11,498
13,267
91,775
18
72
90
0
116
140
256
0
9
908
916
46,810
1,911
12,618
14,529
138,585
合 計 105,041 90 25647,727 153,114
〈2)水 質汚濁に係 る帰属環境費用の推計
水質汚濁に係 る帰属環境費用の推計対象 としては,BOD・COD・N・P
の4項 目とし,水 質汚濁の場合はこれら4項 目を同時に処理 ・除去できるこ
と,ま たN・Pに ついては閉鎖性水域 において富栄養化原因物質 となるこ
とから北海道全域の排出量 に対する帰属環境費用では過大推計となること等
か ら計上する項 目としてはBOD・CODの うち帰属環境費用の最 も大 きい
項 目とした。なお,N・Pに ついては,排 出量を物量データとして推計 した。
具体的な推計方法は,家庭排水 については國松 ・村岡による負荷原単位を,
産業排水および畜産排水については(社)日 本下水道協会 「流域別下水道整
備総合計画調査 指針 と解説」による業種別汚濁負荷原単位 と畜種別負荷原
単位を使用 して発生負荷量 を推計 し,公 共下水道や浄化槽等の汚水処理装置
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の除去率 か ら最終的 に環境中へ排 出 され る排 出量 を求 めた。そ の結 果,1990
年度 においてBOD排 出量 は650t/日,COD排 出量 は262t/日 と推 計 され,
それ ぞれ わが 国の排 出量 の12.1%,4.4%を 占め る結果 とな った(表4お よ
び図5)。
表4水 質汚濁の推移t on/day
BOD COD N P
1985 554.8 253.8 84.4 12.8
1986 598.7 249.6 86.2 13.0
1987 608.3 251.592.9 13.2
1988 630.3 254.391.6 13.2
1989 653.4261.8 95.5 13.6
1990 650.0 261.697.8 13.8
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推計に使用できるデータの制約から推計期間に差があるが,排 水種類別に時
系列で水質汚濁負荷量の推移を示 したのが図6～ 図8で ある。家庭排水は,雑
排水 とし尿によるものであるが,負 荷量はほぼ横ばい状態である。畜産排水は,
牛 と豚の飼養によるものであるが,近 年,飼 養頭数が減少傾向にあるため負荷
トン/口
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図6家 庭排水による水質汚濁の推移
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図7畜 産排水による水質汚濁の推移
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図8産 業排水による水質汚濁の推移
量 も微減傾向を示す。産業排水は,各 産業部 門の製造 品出荷額の伸 びか ら
BOD・N負 荷量が増加傾向を示 している。 これらの負荷量推移を見 る限 り,
北海道内の水質汚濁は微増傾向にあると思われるが,本 研究においては,河 川
などにおける自然浄化作用による除去量 を考慮 していないため,厳 密に超過排
出量が増加 しているとは言い難い。
帰属環境費用は,こ れ ら汚水処
理装置の減価償却費と維持管理費
か ら算定された費用原単位を使用
して,1990年 度においてBODで
216億 円,CODで265億 円と推計
され(表5),CODの 帰属環境
費用を計上 した。部門分割につい
ては処理施設等の発生源に基づ く
方が より望ましいが,こ こでは家
庭排水 を家計に,工 場(産 業)排
水 と畜産排水をすべて産業に分割
した。
表5水 質汚濁に係る帰属環境費用
(百万円)
BOD COD
1990年 度
家庭排水
工場排水
畜産排水
2,437
1,102
18,094
6,487
365
19,654
合計 21,633 26,506
1985年 度
家庭排水
工場排水
畜産排水
2,093
926
13,452
5,823
360
14,048
合計 16,472 20,231
注)畜 産排水については2装 置計(下 水+し
尿)の 費用原単位を使用
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3-2土 地 ・森林の使用
土地 ・森林の使用については,土 地利用と森林伐採による生態系への悪影響
に係 る帰属環境費用 として推計 した。
(1)土 地開発に係る帰属環境費用の推計
土地開発に係 る帰属環境費用の推計においては,林 野地から宅地等の都市
的土地利用への転換等の開発に伴って生物の生息環境や植生分布等の破壊 と
いった生態系への悪影響が懸念されるため,こ うした土地開発 を断念 した場
合の機会費用を帰属環境費用 とした。具体的には,農 地から宅地への転換面
積 といった転換源 と用途との関係から対象 となる土地利用転換面積を対象と
すべきではあるが,こ のようなデータが入手困難であったため,土 地利用基
本計画における5地 域区分を基礎 とし,都 市地域を開発地に,農 業地域 と森
林地域を農林地に,自 然公園地域 と自然保全地域を保全地域 に割 り当て,対
象年次の前年か らの変化分を推計対象とした。また,開 発地については増加
分を,農 林地と保全地域 については減少分を帰属環境費用の対象 とした。
土地利用面積の推移は,図9に 示すように農林地(農 業地域+森 林地域)
ha
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図9土 地利用面積の推移
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用原単位を算定し,上 述の
土地 面積 に適用 して求 め
た。その結果,土 地開発に
係る帰属環境費用は1990年
度で738.8億 円 と推計 され
た(表6)。
(2)
面積が減少傾向にあ り,開 発地が微増傾向,保 全地域は横ばい状態である。
帰属環境費用の推計は,産 業連関表における 「その他の土木建設」の 「土
地造成費」を基礎 として費
表6土 地開発に係る帰属環境費用
百万円
開発地 農林地 保全地域 計
1985年 度
1990年 度
0
5,307
77,572
68,547
76
26
77,649
73β81
森林伐採に係 る帰属環境費用の推計
森林伐採に係る帰属環境費用の推計においては,再 生可能資源であること
か ら樹木の成長を上回る伐採が行われた場合に生態系への悪影響が生 じると
仮定 し,そ のような超過伐採 を断念 した場合の機会費用を帰属環境費用 とし
た。具体的には,樹 木の成長量と伐採量の差分を超過伐採量 として算定 し,
費用原単位 としては素材単価を使用 した。 しか し,森 林伐採の場合,伐 採対
象となる森林の質により機会費用である損失額は異なると考えられるが,こ
こではすべて同一の費用原単位 により推計 した。その結果,成 長量が伐採量
を上回り森林伐採に係 る帰属環境費用はゼロと推計された(図10,表6)。
1000m3
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図10森 林 成 長 量 と 素 材 生 産 量 の 推 移
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表7森 林伐採に係る帰属環境費用
1985年 度
1990年 度
0百万円
0百万円
成長量一伐採量
1985年 度
1990年 度
3,677千 ㎡
6,115千 ㎡
3-3資 源の枯渇
資源の枯渇に係る帰属環境費用の推計においては,石 炭や石油,天 然ガスな
どの再生不可能な地下資源が推計対象と考えられ,持 続可能性の観点からは可
能な限 りこうした地下資源への依存 を低減することが必要 となる。北海道にお
いては石炭資源や石灰石,亜 鉛鉱,イ リジウム,天 然ガスなどが地下資源とし
て採掘 されているが,近 年の相次 ぐ閉山などで一企業による操業となり統計上
の保護か らデータの利用が困難であるなど推計が困難なものが多 く,こ うした
理由から石炭 と石灰石を推計対象 とした。
推計方法 としては,ElSerafyが 提案 している有限で再生不可能な資源の利
用可能期間において毎期の資源の販売益の一部を再投資することで資源枯渇後
においても枯渇前 と同様な利益が得 られるものと仮定 し,そ の利益を超える毎
期の収益 を帰属環境費用 として算定するユーザーコス ト法を適用 した。この方
法によ り算定されるユーザーコス トは,資 源の利用可能な期問における毎期の
期待収益 を一定 と仮定 した地下資源の減耗額とみなせるが,ユ ーザーコス ト法
では,生 産量の変動や利子率の設定により帰属環境費用の推計値が大 きく変動
するという問題点 もある。
R-X=[1/(1+z)n]・R
ここで,R:期 待収益,i:利 子率,n:地 下資源の残存年数,X:年 収益(ElSerafy
のいう 「真の所得」)で,(R-X)を ユーザーコストという。
具体 的には,地 下 資源の理論 可採埋蔵量 を当該期 の生産量 で除 して資源 の残
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図11地 下 資 源 の 生 産 量 の 推 移
存年数を算定 し,生 産額と生産量か ら基準
単価を求め,期 待収益 を推計 した上で帰属
環境費用 を算定 した。また,利 子率は5%
とした。その結果,北 海道においては生産
量の減少や埋蔵量に対する生産量の割合が
小さいことなどから残存年数が大 きくな り
1990年 では地下資源の枯渇に係 る帰属環境
費用はゼロと推計 された。
1990
表8地 下資源の枯渇に係る
帰属環境費用
百万円
1985年 1990年
石 炭
家計分
石 灰 石
76.2
5.1
0.0
0.0
0.0
0.0
計 76.2 0.0
3・一・4地 球環境への影響
地球環境への影響については,地 球温暖化問題に対応 して化石燃料などの使
用により人為的な排 出量増加が問題視されている温室効果ガスの二酸化炭素を
推計対象 とした。帰属環境費用の推計対象 としては,発 生量から森林による自
然吸収量を差 し引いた超過排出量 とした。 また,費 用原単位 としては国の推計
で使用 されているAIMモ デル※(Asian-PacificlntegratedModel:ア ジァ太
平洋地域温暖化対策分析モデル)を 利用 した炭素税額 とCO2削 減 シナ リオか
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ら算出された費用原単位 を使用 した。
二酸化炭素発生量の推計 は,環 境庁国立環境研究所地球環境研究セ ンターに
よる産業連関表における二酸化炭素排出原単位を使用 し,北 海道産業連関表に
基づ き推計を行った。その結果,北 海道における二酸化炭素発生量は1990年 に
おいて21,456千t-Cと 推計され,わ が国の発生量の約7%を 占める結果 となっ
た(表9,図12)。 また,部 門別では製造業が最も発生量が多 く約4割 を占め,
次いで建設業 となっているが,90/85の 伸び率では製造業全体では低下 してお
り,運 輸部門およびサー ビス業部門で増加 している。
発生量の部門対応は,生 産活動における産業の外部的環境保護活動 として廃
棄物処理(産 業)部 門の発生量を,政 府の環境保護活動として廃棄物処理(公
営)と 下水道部門の発生量を対応させ,政 府のその他の生産活動 による二酸化
t-C
9,000,000
8,000,000
7,000,000
6,000,000
5,000,000
4,000,000
3,000,000
2,000,000
1,000,000
????? ? ?????? ?????? ??????
???????????? ??
90年
※AIMモ デルでは,経 済成長率,人 ロ,産 業構造、原油価格等が外生的に与えられ,
二酸化炭素の排出抑制を目的として炭素税(二 酸化炭素排出の削減限界費用を意味
する)を 賦課すると,そ の条件下での最適な省エネ機器の組み合わせが選択され,
その結果,燃 料種別エネルギー消費量が定まり,二 酸化炭素発生削減量が求まる。
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表9北 海道における二酸化炭素発生量
1985年 1990年 90年/85年
部門名
t-C % t-C % CO2排 出伸び率
農 林 水 産 業 687.U9 3.42 621,689 2.94 0.91
鉱 業 92,889 0.46 53,981 0.26 0.58
食 料 品 2,570,120 12.80 2,657,82312. 6 1.03
繊 維 製 品 290,158 1.45 298,4351.41 1.03
パ ル プ ・紙 ・木製 品 1,353,8936.75 1,485,3287.02 1.10
化 学 製 品 143,7040.72 145,207 0.69 1.01
石 油 ・ 石 炭 製 品 1,592,6897.93 582,839 2.75 0.37
窯 業 ・ 土 石 製 品 200,838 1.00 760,1203.59 3.79
鉄 鋼 991,4104.94 793,6753.75 0.80
非 鉄 金 属 77,510 0.39 19,802 0.09 0.26
金 属 製 品 150,925 0.75 130,3090.62 0.86
一 般 機 械 350β88 1.75340,8761.61 0.97
電 気 機 械 446,881 2.23 402,922 1.90 0.90
輸 送 機 械 412,109 2.05 463,9082.19 1.13
精 密 機 械 38,5030.19 42,915 0.20 1.12
その他の製造工業製品 171,635 0.86106,949 0.510.62
建 設 3,212,65416.00 3,708,001 17.52.1
電力 ・ガ ス ・熱 供給 774,228 3.86 965,7524.56 1.25
水 道 ・廃 棄物 処 理 137,123 0.68 119,2310.56 0.87
商 業 975,796 4.86 1,038,856 4.911 07
金 融 ・ 保 険 33,576 0.1744,485 0.211.33
不 動 産 134,7230.67 144,5830.68 1.07
運 輸 989,596 4.93 1,843,910 8.71 1.86
通 信 ・ 放 送 48,467 0.24 40,905 0.19 0.84
公 務 536,8312.67 578,122 2.73 1.08
教 育 ・ 研 究 222,4101.11 219,0301.04 0.99
医療 ・保健 ・社会保障 570,268 2.84 791,952 3.741.39
その他の公共サービス 47,018 0.23 31,722 0.15 0.68
対 事 業所 サ ー ビス 9,930 0.05 89,7240.42 9.04
対 個 人 サ ー ビ ス 851,889 4.24999,532 4.72 1.17
事 務 用 品 0 0.00 0 0.00 0.00
分 類 不 明 163,346 0.81 13,270 O.06 0.08
32部 門のCO2総 排出量18,278,627 91.06 19,535,85392.32 1.07
家計外消費支出(列) 48,892 0.24 55,3400.26 1.13
民 間 消 費 支 出 1,745,757 8.70 1,569,287 7.420.90
一 般 政 府 消 費 支 出 0 0.00 0 0.00 0.00
CO2総 排 出 量20,073,276 100.0021,160,480 100.00 1.05
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表10二 酸化炭素の帰属環境費用
百万円
1985 1990
生産活動 115,649 100,330 129,465 112,316
産業のその他の生産活動 108,075 93,759121β35 105,262
産業の外部的環境保護活動 37 32 14 12
政府の環境保護活動 124 108 579 502
政府のその他の生産活動 6,078 5,273 6,0425,242
対家計民間非営利 1,336 1,159 1,497 1,298
最終消費支出 11,620 10,081 12,72411,039
家計外消費支出(列) 317 275 432 375
民間消費支出 11,304 9,806 12,292 10,664
家計 11,620 10,081 12,724 11,039
一般政府消費支出 0 0 O 0
対家計民間非営利 0 0 0 0
総 計 127,269 110,411. 142,190 123,355
費用原単位(円/t-c) 9,278 8,049 9,278 8,049
炭素発生量へは水運付帯サービス(公 営)・ 航空付帯サービス(公 営)・ 公務
(中央 ・地方)・ 学校教育(国 公立)・ 社会教育(国 公立)・ 自然科学研究機
関(国 公立)・ 人文科学研究機関(国 公立)・ 医療(国 公立)・ 保健衛生(国
公立)・ 社会保険事業(国 公立)・ 社会福祉(国 公立)お よびその他の教育訓
練機関(国 公立)の 合計を対応 させ,対 家計民間非営利団体か らの発生量へは,
学校教育(私 立)・ 社会教育(非 営利)・ 自然科学研究機関(非 営利)・ 人文
科学研究機関(非 営利)・ 医療(非 営利)・ 保健衛生(非 営利)・ 社会保険事
業(非 営利)・ 社会福祉(非 営利)お よび対家計民間非営利団体(除 別掲)の
合計 を対応させた。
また,森 林による二酸化炭素吸収量を農水省の試算方法に基づ きに光合成に
よる吸収 ・固定量 を森林の成長量ベースで推計 した結果,1990年 で6,130千
t-Cと 推計 され,こ れを発生量か ら控除 した超過排出量 としては15,326千t-C
と推計された。これはわが国の超過排出量の6.6%を 占めている。
AIMモ デルに基づ く国の費用原単位推計に よる帰属環境費用の費用原単位
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としては,炭 素税額3万 円の場合9,278円/t-C,炭 素税額2.5万 円の場合8,049
円/t-Cと 推計 されている。ここではこの2つ の費用原単位による帰属環境費
用を算出し,二 酸化炭素の帰属環境費用 としては1,421.9億 円および1,233.5億
円と推計 したが,こ れはAIMモ デルにより二酸化炭素を削減す る最 も合理的
な対策の組み合わせが実施されることを前提 としてお り,現 実の費用原単位は
これ らよりもかな り高 くなると考えられていることから,9,278円/t℃ の場合
の帰属環境費用1,421.9億 円を計上 した。部門分割は,発 生量における部門別
の排出比率により各部門へ配分 した。
なお,国 の推計ではわが国全体の総排出量の76%(233×106t-C)が 削減対
象 となり現実的にこれを削減することが実施不可能であり,そ のため仮定的な
帰属環境費用 として推計 し,勘 定表へは計上 していないが,本 試算では計上 し
ている。
1985年 度 1990年 度
廃物の排出
大気汚染
水質汚濁
141,083
120,852
20,231
179,620
153,114
26,506
土地 ・森林の使用
土地開発
森林伐採
77,649
77,649
0
73,881
73,881
0
資源の枯渇 76 0
地球環境 127,269 142,190
合計 346,077 395,691
3-・5帰 属環境費用の推計結果
以上の各帰属環境費用の推計結果を総括すると表11の とお り1985年 度で約
3,461億 円,1990年 度で3,957億 円で,1985年 度比で14.3%の 増加 となっている。
その内訳は,大 気汚染 と水 質汚濁 による廃物の排 出に係 る帰属環境 費用が
表11帰 属環境費用の推計結果1990年 度で1・796億円で・対1985(百万円)
年度比で27.3%の 増加,二 酸化
炭素排出による地球環境への悪
影響に係る帰属環境費用が1990
年度で1,422億 円で,対1985年
度比で11.7%の 増加,一 方,土
地 ・森林の使用に係る帰属環境
費用 は1990年 度で739億 円で,
対1985年 度比で4.9%の 減少 と
なっている(表11)。
また,構 成比 は,図13に 示す
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図13帰 属環境費用の構成
ように大気汚染 と水質汚濁の影響が増加 してお り両者で4割 強を占め,土 地開
発が約2割,地 球環境への悪影響が4割 弱 を占める。
4.環 境調整済道内純生産(道EDP)の 推計
北 海道 の道内総 生産(道GDP)は1985年 度で12兆7,402億 円,1990年 度で16
兆6,517億 円 であ り,年 平均 成長率 は6.14%,道 内純 生産(道NDP)は1985年
度 で11兆0,881億 円,1990年 度で14兆3,746億 円であ り,年 平均成長率 は5.93%
とな って いる。
実際環境 費用(環 境保 護活動 の道内純生産)の 推計結果 は,表12に 示 す よう
に1990年 度 で1,695億 円(産 業 の環境保 護活動の道 内純 生産が1,321億 円,政 府
の環 境保 護活動 の道 内純生 産が374億 円),1985年 度 で1,622億 円(産 業 の環境
保護活 動の道 内純生産が1,224億 円,政 府 の環境保護活 動の道 内純 生産が398億
円)で あ る。 この5年 間の年平 均成長 率 は0.91%で あ り,道GDPや 道NDPの
成長 率 と比 べ る と低 い伸 びで あ り,NDP比 で も1.46%か ら1.18%へ と低 下 し
てお り,こ の間 に北海 道で は環境 関連 の支 出割合が低 下 してい たこ とが分か る。
一 方,帰 属環境 費用 をみ ると,1985年 度で3,461億 円,1990年 度 で3,957億 円
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表12実 際環境費用(環 境保護活動の道内純生産)
億円
1985年 度 1990年 度
産業の環境保護活動の道内純生産
内部的環境保護活動
外部的環境保護活動
政府の環境保護活動の道内純生産
1,223.6
1,179.4
44.2
398.0
1,321.0
1,301.9
19.2
373.9
環境保護活動の道内純生産 1,621.6 1,695.0
表13環 境調整済道内純生産
(円)
90年 度 85年 度 年平均成長率
道内総生産(GDP) 16兆6,517億 12兆7,402億 6.14%
道内純生産(NDP) 14兆3,746億 11兆0,881億 5.93%
環境調整済道内純生産(EDP) 13兆9,789億 10兆7,420億 6.03%
帰属環境費用 3,957億 3,461億 2.87%
実際環境費用(環 境関係NDP) 1,695億 1,622億 0.91%
帰属環境費用/NDP 2.75% 3.12%
実際環境費用/NDP 1.18% 1.46%
と推 計 され,2.87%の 成 長率 を示 して いる。対道NDP比 で は1985年 度 で
3.12%,1990年 度で2,75%と なってお り対道NDP比 は低下 している。
環境調整済道内純生産(道EDP)は,(道NDP一 帰属環境費用)に より1985
年度で10兆7,420億 円,1990年 度で13兆9,789億 円と算定 され成長率は6.03%と
道NDPの 成長率 を若干上回る結果を得ている。なお,勘 定表は1985年 度と1990
年度の ものを表15・ 表16に 簡略版で示している。
さて,こ の結果はきわめて単純には,自 然資産の減耗分 を控除した道EDP
成長率がわずかであるが道NDP成 長率を上回っているのであるか ら,こ の期
間においては若干の環境配慮がある経済成長があったとみることが考えられる
が,こ のことは北海道においてこの間に環境負荷が減少 したことを意味するも
のではない。つまり,帰 属計算における費用原単位が基準時点の貨幣価値 と技
術水準に依存 していることや帰属計算方法が未確立であること等を考えると現
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時点では妥当ではない,言 いかえればEDPに よる評価は時期尚早であるよう
に思われる。
したがって,現 段階においては,従 来の経済指標 とあわせて本来負担すべ き
と考えられる費用である帰属環境費用の推計値,実 際の環境変化を表す物量デ
ータおよび実際環境費用から総合的に判断することが適当であると考えられる。
すなわち,物 量的に環境負荷が減少 し,帰 属環境費用が減少 し実際環境費用
への転化が覗われ,か つNDP等 の成長が見 られるのであれば,持 続的な成長
がなされたと判断することが適当であろう。
このような視点か ら北海道の環境と経済の状況をみると,以下のとお りである。
● 環境負荷の状況
① 大気汚染 ・水質汚濁 とも環境負荷は増加 している。
② 土地利用は開発地が増加 している。
③ 地下資源の使用は減少 している。
④ 地球環境への悪影響は増加 している。
以上より環境負荷は増加傾向にある(表14)。
表14環 境負荷の増加
NOx SOx BOD COD N P開発地 CO2
対1985年 度比22.3% 16.9% 17.2% 3.1% 15.9% 7.8% 7.5% 5.4%
● 帰属環境費用(図14)
環境負荷の増加傾向を反映 して帰属環境費用も増加 している。
● 実際環境費用
実際環境費用は増加 しているものの,帰 属環境費用の増加傾向と照らせば
微増であ り,か つ対NDP比 でも低下 していることから帰属環境費用の実際
環境費用への転化は鈍い。
● 道内純生産および総生産(図15)
道内純生産および総生産とも増加傾向にある。
以上のことから総合的に判断 して,1985年 度から1990年 度 にかけて北海道が持

表15北 海道の環境 ・経済統合勘定一簡略版一1985年
(単位:億 円)
生産活動
憧業分類)
最終消費支
出(部門別)
輸移出 輸移入
非金融資産
の蓄積と
ストック
生産され
る資産
生産され
ない資産 大 気 水 土壌 土 地 地下資源
期首ス トック 一 一 559,333.6 295,866.6 263,467.0● ● ・ ● 263,467.0・, 一 一
生産物の使用 113,880.8
816.6
113,064.2
112,682.1
1,147.2
111,534.9
18,504.9
1,673.1
16,831.8
16,994.8
1,673.1
5,321.7
1,510.1
●,
1,510.1
::
::
一71.3
● ●
-71.3
1,58L4
.●
1,581.4
49,836.1
●0
49,836.1
76,267.3
0●
76,267.3
環境関連の財貨・サービス
その他の財貨 ・サービス
生産される資産の使用(固 定資本減耗) 一16,520.7 一 一16,520.7一16,520.7 一 一 一 一 一 一 一 一
自然資産の使用(帰 属環境費用) 2,88L6
947.9
776.5
0.7
1,156.5
●.
579.2
462.9
0.0
0.I
l16.2
0.
一3
,460、8
-1
,410.8
-776.5
-0.8
-1272
.7
,●
0.0
.●
0.0
::
・ り
一3,460.8
-1
,410.8
-776.5
-0.8
-1
,272.7
一2
,481.2
-1
,208.5
-1
,272.7
.●
一202,3
-202
.3
::
::
o■
一776.5
-776.5
齢 ●
一〇.8
● ■
-0.8
●r
・.
廃物の排出
土地 ・森林等の使用
資源の枯渇
地球環境への影響
自然資産のその他の使用
自然資産の復元(帰 属環境費用) ●. .9 ■. ○ ● oO .. ●,
帰属環境費用の移項(環 境関連の移転支出) 520.9一520.9 一 一 } 一 一 一 一 一 o, ,o
環境調整済道内
純生産(EDP)
エコ ・マー ジン(一帰属 環
境費用)
一3
,402.6
一58.2 一 一 一 一 一 一 一 一 皿 一
道内純生産(NDP) 110β80.9 一 一 一 一 一 一 一 一 } 一 一
産出額 243,804.3一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一
自然資産の蓄積に関する調整項目 一 一 4,379.9393.6 3,986.3L208.5202.3 2,574.8 0.8一 一
その他の調整項目 一 一 11,824.6 11,258.0 566.6., 566.6o. 一 一
期末ス トック 一 一 574,06L6307,992.3 266,069.3・r ,. 265,760.5 一 一
資料)本 表は,熊 本大学法学部 有吉範敏教授 が作 成 された表 を北海道版 に加筆修正 した ものである。
注1)表 中、「一」 は概 念的に存在 しないセ ルを、 「・・」は推計で きないため数値 を計上 しないセル をそれぞれ表す。
注2)最 終消費支出のエ コマー ジンは家庭排 水分である。
?????????????????
???
表16北 海道の環境 ・経済統合勘定一簡略版一1990年
(単位 億 円)
生産活動
(産業分類)
最終消費支
出(部門別)
輸移出 輸移入
非金融資産
の蓄積と
ストック
生産 され
る資産
生産 され
ない資産 大 気 水 土壌 土 地 地下
資源
期首ス トック 一 　 736,776.0 384,599.4 352,176.5,● 352,176.5● ● 一 一
生産物の使用 136,998.4
882.1
136,116.3
141,142.0
999.2
140,142.8
9,253.5
1,145.6
8,107.8
27,624.3
1,145.6
26,478.6
1,629.2
1,629.2:: ::
::
925.1
● ●
925.1
704.1
704.1
63,300.1
63,300.1
102,775.8
00
102,775.8
環境関連の財貨・サービス
その他の財貨 ・サービス
生産される資産の使用(固 定資本減耗) 一22,771,0 一 一22,771.0一22,77LO 一 一 一 一 一 一 一 一
自然資産の使用(帰 属環境費用) 3,287.5
1,254.1
738.8
0.0
1,294.7
669.4
542.1
0.0
0.0
127.2
一3
,956.9
-1
,796.2
-738.8
0.0
-1
,421.9
■●
0.0
,.
0.0
● ■
一3
.956.9
-1
,796.2
-738.8
0.0
-1
,421.9
一2
.953.0
-1
,531.1
::
-1,421.9
一265,1
-265.1
.曾
■ 齢
一738.8
-738.8
・ ○
0.O
o,
0.0
::
o■
● ●
Oo
::
::
::
廃物の排出
土地 ・森林等の使用
資源の枯渇
地球環境への影響
自然資産のその他の使用
自然資産の復元(帰 属環境費用) oo ・. o・ ..
帰属環境費用の移項(環 境関連の移転支出) 604.5一604.5 一 一 一 一 一 一 一 一 ●,
環境調整済道内
純生産(EDP)
エコ ・マー ジン(一帰属環
境費用)
一3
,892.1
一64.9 一 一 一 一 一 皿 一 一 一 一
道内純生産(NDP) 143,745.8一 一 一 一 一 一 一 } 一 一 一
産出額 307,004.9一 一 一 一 一 一 一 一 一 } 一
自然資産の蓄積に関する調整項目 一 一 8,737.5 193.5 8,544.0 2,953.0 265.1■. 5, 25.9 0.0一 一
その他の調整項目 一 一 88,154.3 29,715.9 58,438.4,■ ■. ,● 58,438.4 一 一
期末ス トック 一 一 836,193.3 419,362.0 416,831.3● 曾 416,127.2 一 一
資料)本 表は,熊 本大学法学部 有吉範敏教授が作成された表を北海道版に加筆修正したものである。
注1)表 中、 「一」は概念的に存在 しないセルを、「・・」 は推計 できないため数値 を計上 しないセルをそれぞれ表す。
注2)最 終消費支 出のエ コマージ ンは家庭排水分であ る。
?? ?
?
? ????
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5.今 後の課題
本研究における試算では,帰 属環境費用および実際環境費用の推計において
環境負荷原単位や費用原単位,部 門対応など非常に多 くの仮定をもっているた
め,ま だまだ試算の域を出ていない。
帰属環境費用の推計方法に関 しては,都 道府県レベルにおける環境負荷原単
位や汚染物質除去費用原単位などを構築 する必要があ り,そ のためには環境の
現状 と経済活動の状況を記述する環境統計データの整備が必要不可欠である。
また,帰 属計算においては持続可能な環境水準の設定 と貨幣評価方法が最も
重要な点であることか ら,今 回はゼロ ・エ ミッションとしているが,現 状の環
境基準に環境水準をおいた場合や新たな持続可能な環境水準の設定可能性 など
を追究する必要があり,同時に帰属環境費用の推計対象 とすべ き環境問題 と(環
境負荷)評 価項 目を吟味することも必要である。
本研究で使用 した勘定表では,他 地域への影響が考慮されていないため環境
負荷の地域間相互作用を分析で きる勘定体系への改良も今後必要 となってい
る。
また,今 回の試算においては,帰 属計算における費用原単位が基準時点の貨
幣価値 と技術水準 に依存 していることか ら経時的な分析には実質化等を必要と
する。さらに,北 海道のような自然資産が豊かな地域においては,自 然資産の
保全に対する便益 としての帰属便益 を計上することにより地域特性が指標 によ
り強 く反映できると考えられ,こ れにより環境 コス ト負担 と帰属便益の関係が
明瞭になることで環境保護活動が適切 に評価され,帰 属環境費用の実際環境費
用への転化を促進することが可能になると思われる。 しかしなが ら,帰 属便益
の貨幣評価方法 とSNAの 整合性の問題から現時点では統合が困難であ り,統
合勘定体系 とするためにはSNAに おいて生産境域の拡大を図る必要があるよ
うに思われる。
最後に,本 試算 に際 して北海道庁,北 海道開発局,北 海道通商産業局の方々
からは統計調査データの提供等にご協力 を頂いた,と くに北海道通商産業局環
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境対策課の渡部剛係長 には,北 海道産業連関表について部門統合や分割,コ ン
ピュータ用 ファイルへの変換など多 くの作業 をお手伝い頂いた。ここに記 して
感謝の意を表する。 また,環 境経済 ・政策学会年次大会(1998年9月,慶 慮義
塾大学)で は,熊 本大学有吉範敏教授,富 山大学増田信彦教授,経 済企画庁池
俊廣氏,神 戸大学鷲田豊明教授,京 都大学北畠能房教授,国 立環境研究所森口
祐一総合研究官など多 くの方々から今後の研究に有意義なご指導 ・ご助言を頂
いたことに対して感謝の意を表する。
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